
（案） 
別紙 

新 旧 
 

別 紙 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

１～３（略） 

 

（交付の対象事業） 

４ 

（１）ア～シ（略） 

ス  ドクターヘリ運航体制緊急支援事業 

（２）ア～エ（略） 

オ  小児地域支援病院運営事業 

（３）～（７）ア（ク）（略） 

（ケ）ドクターヘリ運航体制緊急支援設備整備事業 

（コ）小児救命救急センター設備整備事業 

（７）イ～（９）（略） 

 

（事業者） 

５（略） 

別表１ 

１ 事業分類 ２ 事業区分 ３ 事業者 

（１）救急医療対策事

業 

（略） （略） 

（略） （略） 

ア 小児初期救急 

センター運営事業 

イ 共同利用型病院 

運営事業 

（略） 

別 紙 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

１～３（略） 

 

（交付の対象事業） 

４ 

（１）ア～シ（略） 

（新規） 

（２）ア～エ（略） 

（新規） 

（３）～（７）ア（ク）（略） 

（新規） 

（新規） 

（７）イ～（９）（略） 

 

（事業者） 

５（略） 

別表１ 

１ 事業分類 ２ 事業区分 ３ 事業者 

（１）救急医療対策事

業 

（略） （略） 

（略） （略） 

ア 小児初期救急 

センター運営事業 

イ 共同利用型病院 

運営事業 

（略） 
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オ 小児救命救急 

センター運営事業 

カ ドクターヘリ導入 

促進事業 

キ 救急救命士病院 

実習受入促進事業 

サ 救急患者退院 

コーディネーター事業 

シ 病院間の患者搬送の

ための病院救急車活用促

進事業 

ス ドクターヘリ運航体

制緊急支援事業 

（略） （略） 

（２）周産期医療対策事

業等 

（略） （略） 

イ 周産期母子医療セン

ター運営事業 

オ 小児地域支援病院運

営事業 

（略） 

（略） （略） 

（３）～（６）（略） （略） （略） 

（７）医療提供体制設備

整備費 

 

ア （キ）小児集中治療

室設備整備事業 

ア （ク）病院間の患者

搬送のための病院救急車

活用促進設備整備事業 

  （ケ）ドクターヘリ
運航体制緊急支援設
備整備事業 

  （コ）小児救命救急
センター設備整備事
業 

イ 小児救急遠隔医療設

備整備事業 

エ （イ）地域医療支援

病院の共同利用部門 

地方公共団体（広域連合

を含む）、地方独立行政

法人、公的団体及び厚生

労働大臣が適当と認める

者 

 

オ 小児救命救急 

センター運営事業 

カ ドクターヘリ導入 

促進事業 

キ 救急救命士病院 

実習受入促進事業 

サ 救急患者退院 

コーディネーター事業 

シ 病院間の患者搬送の

ための病院救急車活用促

進事業 

（新規） 

 

（略） （略） 

（２）周産期医療対策事

業等 

（略） （略） 

イ 周産期母子医療セン

ター運営事業 

（新規） 

 

（略） 

（略） （略） 

（３）～（６）（略） （略） （略） 

（７）医療提供体制設備

整備費 

 

ア （キ）小児集中治療

室設備整備事業 

ア （ク）病院間の患者

搬送のための病院救急車

活用促進設備整備事業 

  （新規） 

 

 

  （新規） 

 

 

イ 小児救急遠隔医療設

備整備事業 

エ （イ）地域医療支援

病院の共同利用部門 

地方公共団体、地方独立

行政法人、公的団体及び

厚生労働大臣が適当と認

める者 
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オ （ウ）ＮＢＣ災害・

テロ対策設備整備事業 

  （オ）災害拠点精神

科病院等設備等整備事業 

  （キ）災害・感染症

医療業務従事者派遣設備

整備事業 

（略） 

（略） 

（略） 

（略） 

上 記 （ ア （ キ ） 、 ア

（ク）、ア（ケ）、ア

（コ）、イ、エ(イ)、オ

（ウ）、オ（エ）、オ

（オ）、オ（カ）、オ

（キ）、ケ及びサ）以外

の事業 

（８）～（９）（略） （略） （略） 

（注１）～（注３）略 

 

（交付額の算定方法） 

６（１）①～⑥（略） 

 ⑦ ４の（１）のカ及びスの事業 

ア （略） 

イ （略） 

 ⑧～⑨（略） 

 

（２）①（略） 

  ② ４の（２）のイ及びオの事業 

ア （略） 

オ （ウ）ＮＢＣ災害・

テロ対策設備整備事業 

  （オ）災害拠点精神

科病院等設備等整備事業 

  （キ）災害・感染症

医療業務従事者派遣設備

整備事業 

（略） 

（略） 

（略） 

（略） 

上 記 （ ア （ キ ） 、 ア

（ク）、イ、エ(イ)、オ

（ウ）、オ（エ）、オ

（オ）、オ（カ）、オ

（キ）、ケ及びサ）以外

の事業 

 

（８）～（９）（略） （略） （略） 

（注１）～（注３）略 

 

（交付額の算定方法） 

６（１）①～⑥（略） 

 ⑦４の（１）のカの事業 

ア （略） 

イ （略） 

⑧～⑨（略） 

  

（２）①（略） 

  ② ４の（２）のイの事業 

ア （略） 
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イ （略） 

  ③～④（略） 

（３）～（６）（略） 

（７）医療提供体制設備整備事業の交付算定基礎額は、次のアからソによ

り算出された額とする。 

ア ４の（７）のア（アの（ウ）、（キ）、（ク）及び（ケ）の事業

を除く）からウ（ウの（ウ）の事業を除く）、オの（ア）（医療

機器等の整備に限る。）及び（イ）（医療機器等の整備に限

る。）並びにクの事業 

（ア）（略） 

（イ）（略） 

イ～セ（略） 

ソ ４の（７）のアの（ケ）の事業 

（ア）都道府県又は広域連合が実施する事業 

ａ 別表２の第４欄に定める基準額と第５欄に定める対象経費

の実支出額とを施設ごとに比較して少ない方の額を選定す

る。 

ｂ ａにより選定された額と総事業費から救急搬送診療料等及

び寄付金その他収入額を控除した額とを比較して少ない方の

額に第６欄に定める補助率を乗じて得た額を交付算定基礎額

とする。 

（イ）都道府県又は広域連合が補助する事業 

ａ 別表２の第４欄に定める基準額と第５欄に定める対象経費

の実支出額とを施設ごとに比較して少ない方の額を選定す

る。 

ｂ ａにより選定された額と総事業費から救急搬送診療料等及

イ （略） 

  ③～④（略） 

（３）～（６）（略） 

（７）医療提供体制設備整備事業の交付算定基礎額は、次のアからセによ

り算出された額とする。 

ア ４の（７）のア（アの（ウ）、（キ）及び（ク）の事業を除く）

からウ（ウの（ウ）の事業を除く）、オの（ア）（医療機器等の

整備に限る。）及び（イ）（医療機器等の整備に限る。）並びに

クの事業 

（ア）（略） 

（イ）（略） 

イ～セ（略） 

（新規）  
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び寄付金その他の収入額を控除した額と都道府県又は広域連

合が補助する額とを比較して最も少ない額に第６欄に定める

補助率を乗じて得た額を交付算定基礎額とする。 

 

 

（８）～（９）略 

 

ⅱ（略） 

 

別表２ 

１事業分類 ２事業区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６補助率 

（１） 

救急医療 

対策事業 

ア 小児

初期救急

センター

運営事業 

（略） １か所当たり 

8,488千円 

（略） （略） 

イ～ウ

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

エ 救命

救急セン

ター運営

事業 

救命救急

センター 

１か所当たり次

の(1)及び(2)

により算出さ

れた額の合計

額とする。 

 

(1) 次の①から

⑥により算出

された額の合

計額に別添２

に定める充実

段階に基づく

率を乗じて得

た額とする。 

（削除） 

（略） （略） 

 

 

 

 

 

（８）～（９）略 

 

ⅱ（略） 

 

別表２ 

１事業分類 ２事業区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６補助率 

（１） 

救急医療

対策事業 

ア 小児

初期救急

センター

運営事業 

（略） １か所当たり 

2,550千円 

（略） （略） 

イ～ウ

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

エ 救命

救急セン

ター運営

事業 

救命救急

センター 

１か所当たり次
の(1)及び(2)
により算出さ
れた額の合計
額とする。 

 
(1) 次の①から
⑥により算出
された額の合
計額に別添２
に定める充実
段階に基づく
率を乗じて得
た額とする。 

(ただし、補助
を受ける病院

（略） （略） 
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①～⑥、(2) 

（略） 

 

地域救命

救急セン

ター 

１か所当たり次

の(1)及び(2)

により算出さ

れた額の合計

額とする。 

 

(1) 次の①から

⑤により算出

された額の合

計額に別添２

に定める充実

段階に基づく

率を乗じて得

た額とする。 

（削除） 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

の申請年度の
収支が都道府
県から交付さ
れる救命救急
センター運営
に要する補助
金を除いて黒
字となる場合
には、上記に
より算出され
た額に１／２
を乗じるもの
とする。) 

 
①～⑥、(2) 
（略） 

 

地域救命

救急セン

ター 

１か所当たり次
の(1)及び(2)
により算出さ
れた額の合計
額とする。 

 

(1) 次の①から

⑤により算出

された額の合

計額に別添２

に定める充実

段階に基づく

率を乗じて得

た額とする。 

（ただし、補助

を受ける病院

の申請年度の

収支が都道府

県から交付さ

れる救命救急

センター運営

（略） （略） 
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①～⑤、(2) 
（略） 

 

オ 小児

救命救急

センター

運営事業 

小児救命

救急セン

ター 

（略） （略） （略） 

地域小児

救命救急

センター 

（略） （略） （略） 

ドクター

カー 
ドクターカーの

運転手を確保す

る場合 

１か所当たり 

4,701千円×確

保月数／12 

ドクターカーの運

用に必要な給与費

(職員基本給、職員

諸手当、非常勤職

員手当、社会保険

料)、消耗品費、燃

料費、委託費、租

税公課（自動車

税、自動車重量

税） 

３分の

１ 

カ ドク

ターヘリ

導入促進

事業 

 

－ 次の（1）及び

（2）により算

出された額の合

計額とする。 

 

(1) 日中飛行

分 

① ドクターヘ

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（略） 

に要する補助

金を除いて黒

字となる場合

には、上記に

より算出され

た額に１／２

を乗じるもの

とする。) 

 

①～⑤、(2) 
（略） 

 

オ 小児

救急セン

ター運営

事業 

小児救命

救急セン

ター 

（略） （略） （略） 

地域小児

救命救急

センター 

（略） （略） （略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） 

カ ドク

ターヘリ

導入促進

事業 

－ 次の（1）及び

（2）により算

出された額の合

計額とする。 

 

(1) 日中飛行

分 

① ドクターヘ

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（略） 
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リ運航経費 

１機当たり

（厚生労働大

臣が特に必要

と認める場合

を除き、同一

基地病院につ

き１機に限

る。） 

※代替機は除

く。 

 

 

 

ア 位置情報把

握システムを

利用している

場合 

(ア) 年間飛行

時間50時間未

満 

324,789 千

円×運営月

数／12 

 

(イ) 年間飛行

時間50時間以

上100時間未満 

335,289 千

円×運営月

数／12 

 

(ウ) 年間飛行

時間100時間以

上150 時間未

満 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ運航経費 

１機当たり

（厚生労働大

臣が特に必要

と認める場合

を除き、同一

基地病院につ

き１機に限

る。） 

※代替機は除

く 

 

 

 

ア 位置情報把

握システムを

利用している

場合 

(ア) 年間飛行

時間50時間未

満 

289,156 千

円×運営月

数／12 

 

(イ) 年間飛行

時間50時間以

上100時間未満 

299,156千

円×運営月

数／12 

 

(ウ) 年間飛行

時間100時間以

上150 時間未

満 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
新 旧 

 

- 9 - 

345,789 千

円×運営月

数／12 

 

(エ) 年間飛行

時間150時間以

上200時間未満 

356,289 千

円×運営月

数／12 

 

(オ) 年間飛行

時間200時間以

上250時間未満 

366,789 千

円×運営月

数／12 

 

(カ) 年間飛行

時間250時間以

上300時間未満 

377,289 千

円×運営月

数／12 

 

(キ) 年間飛行

時間300時間以

上350時間未満 

387,789 千

円×運営月

数／12 

 

(ク) 年間飛行

時間350時間以

上 

398,289 千

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

309,156 千

円×運営月

数／12 

 

(エ) 年間飛行

時間150時間以

上200時間未満 

319,156 千

円×運営月

数／12 

 

(オ) 年間飛行

時間200時間以

上250時間未満 

329,156 千

円×運営月

数／12 

 

(カ) 年間飛行

時間250時間以

上300時間未満 

339,156 千

円×運営月

数／12 

 

(キ) 年間飛行

時間300時間以

上350時間未満 

349,156千

円×運営月

数／12 

 

(ク) 年間飛行

時間350時間以

上 

359,156千
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円×運営月

数／12 

 

イ 位置情報把

握システムを

利用していな

い場合 

(ア) 年間飛行

時間50時間未

満 

322,989 千

円×運営月

数／12 

 

(イ) 年間飛行

時間50時間以

上100時間未満 

333,489 千

円×運営月

数／12 

 

(ウ) 年間飛行

時間100時間以

上150時間未満 

343,989 千

円×運営月

数／12 

 

(エ) 年間飛行

時間150時間以

上200時間未満 

354,489 千

円×運営月

数／12 

 

(オ) 年間飛行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円×運営月

数／12 

 

イ 位置情報把

握システムを

利用していな

い場合 

(ア) 年間飛行

時間50時間未

満 

287,356 千

円×運営月

数／12 

 

(イ) 年間飛行

時間50時間以

上100時間未満 

297,356 千

円×運営月

数／12 

 

(ウ) 年間飛行

時間100時間以

上150時間未満 

307,356 千

円×運営月

数／12 

 

(エ) 年間飛行

時間150時間以

上200時間未満 

317,356 千

円×運営月

数／12 

 

(オ) 年間飛行
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時間200時間以

上250時間未満 

364,989 千

円×運営月

数／12 

 

(カ) 年間飛行

時間250時間以

上300時間未満 

375,489千

円×運営月

数／12 

 

(キ) 年間飛行

時間300時間以

上350時間未満 

385,989 千

円×運営月

数／12 

 

(ク) 年間飛行

時間350時間以

上 

396,489 千

円×運営月

数／12 

 

②～⑤ （略） 

 

 

⑥ 緊急フロー

ト管理・脱出

訓練経費 

１か所当たり 

300千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

ドクターヘリの緊

急フロート管理及

びドクターヘリか

らの脱出訓練に必

要 な 諸 謝 金 、 旅

費、備品費、消耗

時間200時間以

上250時間未満 

327,356千

円×運営月

数／12 

 

(カ) 年間飛行

時間250時間以

上300時間未満 

337,356千

円×運営月

数／12 

 

(キ) 年間飛行

時間300時間以

上350時間未満 

347,356千

円×運営月

数／12 

 

(ク) 年間飛行

時間350時間以

上 

357,356千

円×運営月

数／12 

 

②～⑤ （略） 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（新規） 
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(2)  

①～③（略） 

 

品 費 、 印 刷 製 本

費、通信運搬費、

借料及び損料（会

場 借 料 、 機 器 借

料）、会議費、雑

役務費 

 

(2) 

①～③（略） 

キ～シ 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

ス ドク

ターヘリ

運航体制

緊急支援

事業 

― 次の(1)から(3)
により算出さ
れた額の合計
額とする。 
 
(1) 機器確保等

経費 
１か所当た
り 
410,000 千
円 
※救急医療
対策事業実
施要綱第19
の２(1)イ
及び２(2)
イに事業者
にあっては
、410,000
千円×救急
医療対策事
業実施要綱
第19の２
(1)イに規
定する契約
都道府県へ

 

 

 

 

ドクターヘリの確
保等に必要なリー
ス料、点検・整備
費、改修費、工事
費、工事請負費、
燃料費、職員基本
給、職員諸手当、
非常勤職員手当、
諸謝金、旅費、備
品費、消耗品費、
印刷製本費、通信
運 搬 費 、 光 熱 水
料 、 借 料 及 び 賃
料、会議費、社会
保 険 料 、 雑 役 務
費、委託費（上記
経費に該当するも
の。） 
 
 
 
 

２分の

１ 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  

①～③（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

①～③（略） 

キ～シ 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新

規） 



 
新 旧 

 

- 13 - 

の飛行時間
／年間飛行
時間とする
。 

 
(2) 訓練費 

１か所当た
り 
 750千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
(3) 広告経費 

１か所当た
り 

1,375千円 

 
 
 
ドクターヘリの安
全運航のための整
備士等の確保に必
要な訓練等に必要
な諸謝金、旅費、
備 品 費 、 消 耗 品
費、印刷製本費、
通信運搬費、借料
及び賃料（会場借
料、機器借料）、
会議費、雑役務費 
 

ドクターヘリの安

全運航のための人

材確保に必要な雑

役務費（人材紹介

料、広告経費） 

（ ２ ） 周

産 期 医

療 対 策

事業等 

ア～エ

（略） 

（略） 

 

（略） 

 
（略） 

 

（略） 

 

オ 小児

地域支援

病院運営

事業 

― １か所当たり 
20,396千円×
事業月数／12 

小児地域支援病院

運営事業に必要な

給与費（医師基本

給、看護師基本

給、医師諸手当、

看護師諸手当、社

会保険料） 

３分の

１ 

（３）看

護職員

確保対

策事業 

ア～イ

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

ウ 助産

師活用推

進事業 

（略） 次の(1)から
(3)により算出
された額の合
計額とする。 
(1) 協議会運

営経費 

（略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）周

産期医

療対策

事業等 

 

ア～エ

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新

規） 

（３）看

護職員

確保対

策事業 

ア～イ

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

ウ 助産

師活用促

進事業 

（略） 次の(1)から

(3)により算出

された額の合

計額とする。 

(1) 協議会運営 

（略） （略） 
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１か所当たり 
2,110千円 

 
(2)～(3)
（略） 
 

（ ４ ） 歯

科 保 健

医 療 対

策事業 

（略） （略） １か所当たり 
  892千円 

（略） （略） 

（ ５ ） ～

（ ６ ）

（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（ ７ ） 医

療 提 供

体 制 設

備 整 備

事業 

ア(ア)～

（ク）

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

（ケ）ド

クターヘ

リ運航体

制緊急支

援設備整

備事業 

医療機器

等 

次の(1)から

(2)により算出

された額の合

計額とする。 

 

(1) 医療機器 

１か所当

たり 

10,000千

円 

 

(2) 医療資機

材 

１か所当

たり 

9,400千円 

 

 

 

 

ドクターヘリに搭

載する医療機器及

び医療資機材等の

購 入 費 、 委 託 費

（上記経費に該当

するもの。） 

２分の

１ 

経費 

１か所当たり 

2,102千円 

(2)～(3)

（略） 

（４）歯

科保健

医療対

策事業 

（略） （略） １か所当たり 

  961千円 
（略） （略） 

（５）～

（６）

（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（７）医

療提供体

制設備整

備事業 

 

 

 

 

 

 

 

ア(ア)～

（ク）

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新

規） 
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（コ）小

児救命救

急センタ

ー設備整

備事業 

ドクター

カー 

１か所当たり

32,039千円 

ドクターカーの購

入費及びドクター

カーに搭載する医

療機器等の購入費 

 

 

 

 

 

３分の

１ 

イ～オ

（エ）

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

オ（オ）

災害拠点

精神科病

院等設備

等整備事

業 

（略） （略） 災害拠点精神科病

院及び日本DPATを

有する病院として

必要な広域災害・

救急医療情報シス

テム端末等の購入

費 

（略） 

オ（カ）

～サ

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

(８)～

（９）

(略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

別表３ 

１ 事業分類 ２ 事業区分 ３ 係数ａ ４ 係数ｂ 

(略) (略) (略) (略) 

（７）医療提供体
制設備整備事業 

ア 
（ア）～（カ）（略） 
（コ）小児救命救急センター

設備整備事業 
ウ～サ（略） 

（略） （略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） （新規） （新規） （新

規） 

イ～オ

（エ）

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

オ（オ）

災害拠点

精神科病

院等設備

等整備事

業 

（略） （略） 災害拠点精神科病

院及びDPAT先遣隊

を有する病院とし

て必要な広域災

害・救急医療情報

システム端末等の

購入費 

（略） 

オ（カ）

～サ

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

(８)～

（９）

(略) 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

別表３ 

１ 事業分類 ２ 事業区分 ３ 係数ａ ４ 係数ｂ 

(略) (略) (略) (略) 

（７）医療提供大
体制設備整備事業 

ア 
（ア）～（カ）（略） 
（新規） 
 
ウ～サ（略） 

（略） （略） 
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イ 
（略） 
 

（略） （略） 

 

（交付基礎額の下限） 

７ 交付の決定において４の（７）の事業について、別表４の第２欄に定

める下限額に満たさない場合には、交付（算定）基礎額の対象としないも

のとする。 

別表４ 

１ 基準額 ２ 下限額 

（７）医療提供体制設備整備事業 

 ア（ア）～（キ）（略） 

  （コ）小児救命救急センター

設備整備事業 

 ウ～サ（略） 

 

（略） 

１品につき      100千円 

 

（略） 

 

 

（統合補助金の配分方法） 

８～（別添３）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 
（略） 
 

（略） （略） 

 

（交付基礎額の下限） 

７ 交付の決定において４の（７）の事業について、別表４の第２欄に定

める下限額に満たさない場合には、交付（算定）基礎額の対象としないも

のとする。 

別表４ 

１ 基準額 ２ 下限額 

（７）医療提供体制設備整備事業 

 ア（ア）～（キ）（略） 

  （新規） 

 

 ウ～サ（略） 

 

（略） 

（新規） 

 

（略） 

 

 

（統合補助金の配分方法） 

８～（別添３）（略） 
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第１号様式 

（別紙２） 

 

 
 
 
 
 
第２号様式 
（別紙２） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

第 1号様式 

（別紙２） 

 

 
 
 
 
 
第２号様式 
（別紙２） 
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第３号様式 
（別紙２） 
 

 

第３号様式 
（別紙２） 
 

 

 


